
29年度　公文書開示（7月決定分）　生活文化局
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9
号

非開示理由等 所管局部課等

1 H29.6.20 H29.7.4
特定非営利活動法人○○の平
成29年度定款変更認証申請書
類

42 1 1 1

（７条２号）総会出席者、議長及び議事録署名人の
氏名並びに事務担当者名については、個人に関する
情報で特定の個人を識別できるため
（７条４号）印影については、公にすることによ
り、偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

2 H29.6.30 H29.7.6

・私立学校教育助成金調査表
（A表）「１学校法人資金収支
計算書」、「２学校法人消費
収支計算書」及び「３貸借対
照表」（平成24年度から平成
26年度まで）並びに「１資金
収支計算書」「２事業活動収
支計算書」及び「３貸借対照
表」（平成27年度）（学校法
人○○）
・私立学校教育助成金調査表
（A表）「１学校法人資金収支
計算書」、「２学校法人消費
収支計算書」及び「３貸借対
照表」（平成24年度から平成
27年度まで）（学校法人△△
外3法人）

60 1 1

（７条３号）財務諸表の小科目等詳細な項目につい
ては、開示することにより法人の収入・支出及び財
産の状況を相当程度具体的に把握することが可能と
なり、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社
会的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

3 H29.7.3 H29.7.6

私立学校教育助成金調査表（A
表）「１学校法人資金収支計
算書（平成28年度決算）」
「２学校法人事業活動収支計
算書（平成28年度決算）」及
び「３貸借対照表（平成28年
度）」（学校法人○○）

30 1 1

（７条３号）財務諸表の小科目等詳細な項目につい
ては、開示することにより法人の収入・支出及び財
産の状況を相当程度具体的に把握することが可能と
なり、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社
会的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

4 H29.7.3 H29.7.7

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１学校
法人資金収支計算書（平成27
年度決算）」、「２学校法人
消費収支計算書（平成27年度
決算）」及び「３貸借対照表
（平成27年度）」並びに「１
資金収支計算書（平成28年度
決算）」「２事業活動収支計
算書（平成28年度決算）」及
び「３貸借対照表（平成28年
度決算）」

6 1 1

（７条３号）財務諸表の小科目等詳細な項目につい
ては、開示することにより法人の収入・支出及び財
産の状況を相当程度具体的に把握することが可能と
なり、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社
会的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

5 H29.6.27 H29.7.10
職務に関する働きかけについ
ての対応記録票（平成29年1月
分及び2月分）

2 1
生活文化局総
務部総務課

6 H29.6.27 H29.7.10
職務に関する働きかけについ
ての対応記録票（平成28年12
月分）

1 1 1

（７条３号）事業者名については、法人に関する情
報であり、公にすることにより当該法人の競争上又
は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれ
ると認められるため

生活文化局総
務部総務課

7 H29.6.27 H29.7.11

特定非営利活動法人○○の設
立認証申請書類、設立登記完
了届出書類、事業報告書類
（平成16年度から平成24年度
まで各年度分）及び役員の変
更等届出書類

117 1 1 1

（７条２号）申請者、理事、監事及び社員等に係る
氏名、住所又は居所、電話番号等については、個人
に関する情報で特定の個人を識別できるため
（７条４号）印影については、公にすることによ
り、偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

8 H29.7.3 H29.7.14

学校法人○○の平成28年度の
財務計算書類のうち、資金収
支計算書、資金収支内訳表、
人件費支出内訳表、事業活動
収支計算書、事業活動収支内
訳表及び貸借対照表

12 1 1

（７条３号）財務諸表の小科目等詳細な項目につい
ては、開示することにより法人の収入・支出及び財
産の状況を相当程度具体的に把握することが可能と
なり、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社
会的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

9 H29.6.17 H29.7.14

東京都が認証したNPO法人のう
ち、事業報告書未提出及び認
証を受けて6か月を経過しても
設立の登記を行わなかったこ
とを理由にしたものを除き、
認証を取り消されたNPO法人の
事業報告書類、定款、設立趣
旨書及び役員名簿

450 1 1 1 1

（７条２号）設立代表者、監事、社員等の氏名、住
所又は居所、携帯電話番号等については、個人に関
する情報で特定の個人を識別できるため
（７条３号）金融機関名、支店名及び借入先個人名
については、法人の事業活動を行う上での内部管理
に属する事項に関する情報であり、公にすることに
より、法人の競争上又は事業運営上の地位が損なわ
れるため
（７条４号）印影については、公にすることによ
り、偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

10 H29.7.3 H29.7.14

平成29年5月31日事務連絡　東
京都歴史文化財団事務局　御
中
・文化振興部から東京都歴史
文化財団への指導について
（概要記録）
・芸劇エスカレータ事故に関
する都響と文振部担当者との
やり取り記録
・都立文化施設における障害
者対応の充実並びに危機管理
体制の強化について（指導）

5 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

11 H29.7.3 H29.7.14
平成29年5月31日付事務連絡
東京都生活文化局文化振興部
企画調整課　御中

7 1 1

（7条2項）・個人の氏名については、個人に関する
情報であって、特定の個人を識別することができる
者であるため
・個人の座席番号及び特徴については、公にするこ
とにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ
るものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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12 H29.7.3 H29.7.14
①4月22日から本日まで、都響
との間で私の関係でやりとり
をした文書

1

①（７条２号）本件請求に係る公文書の存否を明ら
かにすることは、公文書の件名に記載された事実の
発生の有無を明らかにすることになり、公にするこ
とにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ
ることから、当該公文書の存否を明らかにしないで
本件開示請求を拒否する

生活文化局文
化振興部企画
調整課

13 H29.7.3 H29.7.14

②都響から芸劇に対して出し
た要望書に関して、文化振興
部と都響との間やり取りをし
たことが分かるメール文書　2
件

1 1
②（７条２号）個人に関する情報であって、特定の
個人を識別することのできるものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

14 H29.7.3 H29.7.14

生活文化局文化振興部の職員
が、東京芸術劇場の4月22日の
私が写っているビデオ（エス
カレーター、エントランス映
像を含む）を見たことが分か
る文書

1 1

（７条２号）本件請求に係る公文書の存否を明らか
にすることは、公文書の件名に記載された事実の発
生の有無を明らかにすることになり、公にすること
により、なお個人の権利利益を害するおそれがある
ことから、当該公文書の存否を明らかにしないで本
件開示請求を拒否する

生活文化局文
化振興部企画
調整課

15 H29.6.14 H29.7.21
平成29年5月31日付事務連絡
東京都歴史文化財団事務局
御中

1 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

16 H29.6.14 H29.7.21
平成29年5月31日付事務連絡
東京都生活文化局文化振興部
企画調整課　御中

7 1 1

（７条２号）・個人の氏名については、個人に関す
る情報であって、特定の個人を識別することができ
る者であるため
・個人の座席番号及び特徴については、公にするこ
とにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ
るものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

17 H29.6.14 H29.7.21

平成25年6月以降、芸術劇場・
文化会館等において障害者を
含む観客の避難誘導訓練をし
ていることが分かる文書

1

平成25年6月以降、芸術劇場・文化会館等において
証会社を含む観客の避難誘導訓練をしていることが
分かる文書については、文化振興部において作成・
取得しておらず、存在しないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

18 H29.6.20 H29.7.21
「2017年○月○日○曜日　○:
○」のメール

2 1 1
（７条２号）
個人に関する情報であって、特定の個人を識別する
ことのできるものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

19 H29.6.20 H29.7.21

東京芸術劇場において、東京
都歴史文化財団職員が催事中
ホール・劇場内にいるかどう
か、都に報告されている文書
並びに東京文化会館におい
て、東京都歴史文化財団職員
が催事中ホール・劇場内にい
るかどうか、都に報告されて
いる文書１及び２

1 1
（７条２号）
個人に関する情報であって、特定の個人を識別する
ことのできるものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

20 H29.7.11 H29.7.24

東京芸術劇場（29）エスカ
レーター改修工事　工事内訳
書
江戸東京博物館（29）エレ
ベーター改修工事　工事内訳
書
江戸東京博物館（29）エスカ
レーター改修工事　工事内訳
書

56 1
生活文化局総
務部総務課

21 H29.7.12 H29.7.24
東京芸術劇場（28）エレベー
ター7号機9号機改修工事　工
事内訳書

10 1
生活文化局総
務部総務課

22 H29.7.12 H29.7.25

江戸東京博物館（28）エレ
ベーター改修工事　工事内訳
書
江戸東京博物館（28）エスカ
レーター改修工事　工事内訳
書

20 1
生活文化局総
務部総務課

23 H29.7.13 H29.7.27

特定非営利活動法人○○設立
認証申請書類（平成○年○月
○日収受。ただし住民票を除
く）外30件

443 1 1 1 1

（７条２号）申請者、理事、監事及び社員等に係る
氏名、住所又は居所、電話番号等並びに各総会の出
席者、議長及び議事録署名人の氏名等は、個人に関
する情報で特定の個人を識別できるため
（７条３号）金融機関、支店名及び借入先の名称等
については、法人の事業活動を行う上での内部管理
に属する事項に関する情報であり、公にすることに
より、法人の競争上又は事業運営上の地位が損なわ
れるため
（７条４号）印影については、公にすることによ
り、偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

24 H29.7.14 H29.7.27

（１）○○株式会社に対する
生活文化局消費生活部による
行政処分に係る一切の文書及
び資料

1
（１）当該公文書は、当該事業者に対して行政処分
を行っていないため、作成及び取得しておらず、存
在しないため

生活文化局消
費生活部取引
指導課

25 H29.7.14 H29.7.27

（２）○○株式会社に対す
る、生活文化局消費生活部に
よる行政指導に係る一切の文
書及び資料。

1 1 1

（２）当該公文書は、次の理由により条例第10条に
より存否を明らかにしないで請求を拒否する。
(７条３号)行政指導に係る文書の存否を明らかにす
ることで、不適正な取引行為が疑われて行政指導が
行われたか否かが明らかとなり、法人の競争上又は
事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる
と認められるため
（７条６号）資料等を公にすることにより、事業者
が今後の調査等に応じなくなるなど、正確な事実の
把握又は不当な行為の発見を困難にするおそれがあ
り、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある
ため

生活文化局消
費生活部取引
指導課

26 H29.7.14 H29.7.28

・開示請求案件について
・情報公開課への相談記録
（対象公文書の特定につい
て）
・情報公開課への相談記録
（通知文の手渡しについて）

3 1
生活文化局総
務部総務課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

27 H29.7.14 H29.7.28

東京都生活文化局文化振興部
が、４月２２日の東京芸術劇
場エスカレーター事件のビデ
オテープを７月まで見なかっ
たことに関して、財団が差し
止めていたか、都が要求しな
かったかが分かる文書

2 1 1 （７条２号）個人に関する情報であるため
生活文化局文
化振興部企画
調整課

28 H29.7.14 H29.7.28

旅費請求内訳書　平成29年7月
分　旅費請求内訳書の内、開
示請求内容に係る該当職員及
び旅費請求の記録を抽出した
もの

1 1 1
（７条２号）個人の通勤経路に関する情報は、当該
個人は地方公務員に該当するが、当該情報がその職
務の遂行に係る情報には当たらないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

29 H29.7.14 H29.7.28

・東京都で4月22日の東京芸術
劇場エスカレーター事件のビ
デオテープを見る際、どのよ
うな形で入手したかが分かる
文書１から３

1 1 （７条２号）個人に関する情報であるため
生活文化局文
化振興部企画
調整課

30 H29.7.14 H29.7.28
4月22日の東京芸術劇場エスカ
レーター事件に関し、東京都
が所有しているDVD

1 1

（７条２号）記録されている多数の来場者、通行者
の要望等の映像は、個人に関する情報で、特定の個
人を識別することができるものであるため
（７条６号）当該公文書は公にすることにより防犯
カメラの位置、解像度等が公開されてしまい、施設
管理に支障を生ずる恐れがあるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

31 H29.7.14 H29.7.28

平成29年4月22日の東京芸術劇
場エスカレーター事件以降、
東京芸術劇場の警備会社へ事
情聴取なり説明を求めたこと
が分かる文書

1
請求に係る文書については、文化振興部において作
成・取得しておらず、存在しないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

32 H29.7.14 H29.7.28

旅費請求内訳書　平成29年6月
分　副参事外４名分　旅費請
求内訳書の内、開示請求内容
に係る旅費請求の記録を抽出
したもの

5 1 1
（７条２号）個人の通勤経路や旧姓に関する情報
は、当該個人は地方公務員に該当するが、当該情報
がその職務の遂行に係る情報には当たらないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

33 H29.7.14 H29.7.28
芸劇エスカレータ事故に関す
る都響と文振部担当者とのや
り取り記録

1 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

34 H29.7.14 H29.7.28 「2017年○月○日」のメール 1 1 1
（７条２号）個人のメールアドレスに関する事項に
ついては、個人に関する情報であって、特定の個人
を識別することができるものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

35 H29.7.14 H29.7.28

4月22日から本日まで、4月22
日芸術劇場にてトラブルが
あった件について、文化振興
部が都響との間でやりとりを
している文書

1 1
（７条２号）個人に関する情報であって、特定の個
人を識別することができるものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

36 H29.7.14 H29.7.28

4月22日に芸術劇場にてトラブ
ルがあった件について文化振
興部担当者と文化振興部長、
生活文化局長とのやり取りが
わかる文書

1
実施機関において作成・取得しておらず、存在しな
いため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

37 H29.7.14 H29.7.28

4月22日の東京芸術劇場エスカ
レーター事件以降、東京芸術
劇場管理係○○へ事情聴取し
たことが分かる文書

1
当該文書については実施機関において作成・取得し
ておらず、存在しないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

38 H29.7.19 H29.7.31
東京都庭園美術館（28）エレ
ベーター設置工事　工事内訳
書

7 1
生活文化局総
務部総務課

39 H29.7.17 H29.7.31

平成29年3月9日付東京都情報
公開審査会答申第779号のため
に東京都情報公開審査会が任
命した専門調査員の任命に係
る文書

1

平成29年3月9日付東京都情報公開審査会答申第779
号のために専門調査員を任命していないため、請求
に係る公文書を作成及び取得しておらず、存在しな
いため

生活文化局広
報広聴部情報
公開課

40 H29.7.17 H29.7.31

平成29年3月9日付東京都情報
公開審査会答申第779号の
page3における異議申立書での
最重要な論点のひとつである
「本件、
memmber.Metro.Tokyo.Jpドメ
インのメールサーバのログを
参照すれば情報隠蔽の有無は
自明である」に対して、東京
都情報公開審査会が見解を述
べない（省略した）ことを判
断した根拠の文書

1

異議申立人の異議申立書における主張等を踏まえて
審査会が判断した事項は、すべて答申に記載されて
おり、東京都情報公開審査会が見解を述べない（省
略した）ことを判断した根拠の文書は実施機関にお
いて作成及び取得しておらず、存在しないため

生活文化局広
報広聴部情報
公開課

41 H29.7.17 H29.7.31

非開示決定通知書（29生広情
第134号　平成29年6月2日）の
非開示理由（東京都情報公開
審査会では、実施機関からの
報告等をもとに異議申立人の
主張を総合的に検討している
ため、請求に係る公文書は実
施機関において作成及び取得
しておらず、存在しない）の
実施機関からの報告書

1

非開示決定通知書（29生広情第134号　平成29年6月
2日）の非開示理由について、報告書を作成してい
ないため、請求に係る公文書は、作成及び取得して
おらず、存在しないため

生活文化局広
報広聴部情報
公開課

42 H29.7.17 H29.7.31

平成29年3月9日付東京都情報
公開審査会答申第779号の
page7における見解「実施機関
の説明によると、校長と副校
長の連絡相談等は、原則とし
て副校長の出勤時間である13
時30分よりただちに行ってい
るとのことである」」につい
て、東京都情報公開審査会が
当該見解の根拠とした文書」
の開示請求に対する文書（29
生広情第137号）を基に東京都
生活文化局が東京都情報公開
審査会に提出した文書

1

開示請求に対する文書（29生広情第137号）を基に
東京都情報公開審査会へ文書を提出していないた
め、請求に係る公文書は作成及び取得しておらず、
存在しないため

生活文化局広
報広聴部情報
公開課
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43 H29.7.17 H29.7.31
「東京都情報公開審査会委員
名簿」及び「東京都個人情報
保護審査会委員名簿」

1 1
生活文化局広
報広聴部情報
公開課

44 H29.6.15 H29.7.31

私立学校教育助成金調査表（A
表）のうち、２事業活動収支
計算書（平成28年度決算）
（学校法人○○外107法人）

108 1

（７条３号）事業活動収支計算書の小科目等詳細な
項目については、開示することにより法人の収入・
支出及び財産の状況を相当程度具体的に把握するこ
とが可能となり、法人の競争上又は事業運営上の地
位その他社会的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課


